
大田市告示第５５号 

 

大田市訪問看護ステーション支援事業費補助金交付要綱を次のように

定める。 

 

令和４年３月２９日 

大田市長 楫 野 弘 和   

 

大田市訪問看護ステーション支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市は、島根県医療介護総合確保促進基金市町村支援事業実施要綱

（平成２７年１０月９日医第７６３号）及び島根県医療介護総合確保

促進基金市町村支援事業費補助金交付要綱（平成２７年１０月９日医

第７６３号）に基づき、条件不利地域で訪問看護に取り組む訪問看護

ステーションに対して支援することにより、在宅療養生活の継続が可

能となる区域の拡大を図るため、大田市訪問看護ステーション支援事

業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交

付等については、大田市補助金等交付規則（平成１７年大田市規則第

４５号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（交付の対象） 

第２条 補助金の交付対象は、島根県医療介護総合確保促進基金市町村支

援事業実施要綱の別記２第２項に掲げる事業者が、訪問看護ステーシ

ョンの所在地から自動車利用で片道３０分以上を要するサービス利用

者に対して訪問看護を実施する場合とする。ただし、訪問看護療養費

に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法（平成２６年厚生労働省告

示第６７号）において、医療保険による特別地域訪問看護加算を算定

したものは対象としない。 

（交付額） 

第３条 補助金の交付額は、訪問看護を実施した回数に基準額１，０００

円を乗じて得た額とし、予算の範囲内で交付する。 

（交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、



訪問看護ステーション支援事業費補助金交付申請書（様式第１号）を

市長が別に定める日までに提出しなければならない。 

（交付決定） 

第５条 市長は、前条の申請があったときは、速やかに内容を審査し、補

助の可否を決定し、訪問看護ステーション支援事業費補助金交付決定

（却下）通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

（交付の条件） 

第６条 補助金の交付決定には、次の条件が付されるものとする。 

(１) 補助事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には、

市長の承認を受けなければならない。 

(２) 補助事業を中止又は廃止する場合には、市長の承認を受けなけ

ればならない。 

(３) 補助事業が予定期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難

となった場合には、速やかに市長に報告してその指示を受けなけれ

ばならない。 

(４) 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該

収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書

類を補助事業が完了する日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場

合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管し

ておかなければならない。 

(５) 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」

という。）の申告により補助金に係る消費税等に係る仕入控除税額

が確定した場合は、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告

書（様式第３号）により速やかに市長に報告しなければならない。

なお、市長に報告があった場合には、消費税等に係る仕入控除税額

の全部又は一部を市に納付させることができる。 

（変更交付申請） 

第７条 第５条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事

業者」という。）は、前条第１号及び第２号の規定により、市長の承

認を受けようとするときは、訪問看護ステーション支援事業費補助金

変更・中止（廃止）承認申請書（様式第４号）を提出しなければなら

ない。 

（概算払） 



第８条 市長は、交付決定額の範囲内で概算払により補助金を交付するこ

とができる。補助事業者が概算払により補助金の交付を受けようとす

るときは、請求書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

（実施状況報告） 

第９条 補助事業者は、訪問看護ステーション支援事業費補助金事業実施

状況報告書（様式第６号）により毎月１０日までに前月のサービスに

係る事業の実績を報告しなければならない。ただし、市長は、必要が

あると認めるときは、補助事業者に対し、補助事業の実施状況の報告

を求め、又は必要な調査を行うことができる。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、訪問看護ステーション支援事業費補助金実績報

告書（様式第７号）を当該補助事業の完了した日から起算して１月を

経過した日又は補助金交付の決定を受けた年度の３月３１日のいずれ

か早い期日までに市長に提出しなければならない。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 

附 則 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この告示は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同

日までに交付した補助金については、なおその効力を有する。 


